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女川町における復興ＣＭ方式による取組事例
平成28年11月11日
日本建設業連合会
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1.女川町震災復興事業の事業概要（1）

女川町震災復興事業

業務名：女川町震災復興事業の工事施工等に関する一体的業務
発注者：独立行政法人都市再生機構
ＪＶ構成：乙型ＪＶ 鹿島（施工）・オオバ（設計）
整備面積：中心市街地226ha、離半島14地区37ha
土工量：約700万㎥
契約工事名・工期
① 荒立西･東地区外離半島部7地区整備工事

2012年10月20日～2018年12月31日（75か月）
② 出島地区整備工事 2013年3月26日～2014年3月31日（12か月）
③ 女川浜駅周辺工区整備工事 2013年4月10日～2018年12月31日（69か月）
④ 女川町高白浜地区外平成25年度送水管敷設工事

2013年8月29日～2015年2月20日（18か月）
⑤ 女川町出島地区外平成25年度配水池築造工事

2013年10月3日～2015年2月20日（16か月）
⑥ 女川町宮ケ崎地区外整備工事 2013年10月26日～2017年10月31日（48か月）
⑦ 女川町小乗浜地区外平成25年度送水管敷設工事

2013年11月16日～2015年2月20日（15か月）
⑧ 女川町野々浜地区外平成26年度配水管敷設他工事

2014年6月20日～2016年5月31日（23か月）
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2.女川町震災復興事業の事業概要（2）

263ha 南北に30ｋｍ
土工量 約700万㎥

宅地・道路・上下水道・雨水幹線
浄水場・浄化槽・橋梁

１．町全体が対象；大規模・広範囲

２．町の基盤施設ほぼすべてが対象

３．多くの事業が錯綜

４．施工中に事業計画を変更

対象は４１事業
同地区内に別事業多数

住民：移転希望調査
自治体：復興まちづくり計画

210ｍ3

女川町震災復興事業



3.女川防災計画の概念

① 商業エリア→Ｌ１（明治三陸津波と同程度を想定）

標高：４．４ｍ

② 住宅エリア→Ｌ2（東日本大震災と同程度を想定）

標高：１７～１８ｍ
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4.復興ＣＭ方式の導入背景

5

従来方式の総価一括請負、
総合評価方式などでは早期復興に限界

発注者の人的資源不足

従来通りの手法では、
着工までに多くの時間が必要

労務、資材の早期調達や
施工方法の工夫が不可欠
（地元企業の活用）

早期着工・早期完了が必達目標

＜重要課題＞



実務ツール市町村（ 復興まちづくりの事業主体）： 女川町

UR都市機構

事業管理

換地計画

CMRの管理

事業委託

（ 一部を外注）

基本設計

補　 　 償

5.復興ＣＭ方式の仕組み

発注枠組の
工夫と基本協定

アットリスク型
CMの導入

コストプラス
フィー契約

オープンブック
方式

専門業者選定と
地元企業活用

マネジメント
業務管理手法

オープンブック
実施基準

専門業者
選定基準

CMR（ コンストラクションマネージャー）
鹿島・オオバJV

事業計画

基本協定

発　 　 注

工程検討

管　 　 理

調
査
会
社

設
計
会
社

地
元
企
業

契約

専
門
工
事
業
者

専
門
工
事
業
者
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CMR（ コンストラクションマネージャー）
鹿島・オオバJV
計画修正・ 提案

発　 　 注

工程検討

管　 　 理

新たな発注システム



基本
設計

調査
測量

他設計（水道・県道）他設計（水道・県道） 他事業（河川・護岸・電力）他事業（河川・護岸・電力）

実施設計

工事

建築建築

自立
再建
自立
再建

修正
基本設計

造成 インフラ準備

造成 インフラ準備

事業申請事業申請

契約契約

契約契約

契約契約

契約契約 契約契約 契約契約

宅地

引渡

宅地

引渡

宅地

引渡

宅地

引渡

施工同意施工同意

換地換地

修正事業修正事業

修正事業修正事業

用地・施工同意用地・施工同意

法規制協議法規制協議

マスタースケジュールの作成
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6.マスタースケジュールの作成

必要業務の洗い出し、事業展開の確認

縦割事業者間調整

他設計（水道・県道）他設計（水道・県道） 他事業（河川・護岸・電力）他事業（河川・護岸・電力）

マイルストーン設定・管理

個別最適から事業全体最適を実現し大幅な工程短縮

早期調達管理

※41事業を網羅

※42地区別に作成

ファストトラック方式を最大限活用



7.周辺工事との調整
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女川駅舎・ＪＲ軌道
早期引渡しエリア

水道

電力・ＮＴＴ埋設

先行盛土 電力・ＮＴＴ

温泉管



④その他工事（１年）③施工（２年）②実施設計（２年）

側溝
舗装

宅地割付確定占用協議
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8.復興ＣＭ方式の効果（早期引き渡しエリア）

①申請調査

急傾斜協議調査測量
用地交渉・補償

汚水
上水

雨水幹線切盛土伐採
構造物撤去

電力・ＮＴＴ・温泉管（埋設） 電力・ＮＴＴ（建柱架線）

②実施設計（２年） ③施工（２年） ④その他工事（１年）

●通常の工事フロー

側溝
舗装

汚水
上水

●復興ＣＭ工事フロー
①②③④すべてをマネジメント
⇒ ２年強で完成

②実施設計（２年）

③施工（２年）

④その他工事（１年）

⇒５年程度

切盛土伐採
構造物撤去

雨水幹線

駅舎建築・ＪＲ軌道工事
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9.女川町 離半島部の概要

女川町 離半島部

北浦：５地区
五部浦：７地区
離島部：２地区

中心部から南北に15㎞と
広大な範囲
(車で約40分)



地区
面積
（ha）

戸数

北
浦

指ヶ浜 4.3 17
御前浜 4.2 16
尾浦 4.9 44
竹浦 5.1 34
桐ヶ崎 2.4 17

五
部
浦

高白浜 1.9 13
横浦 4.8 17
大石原 0.3 3
野々浜 1.7 6
飯子浜 2.4 15
塚浜 4.0 12
小屋取 1.0 5

離
島

出島 0.9 28
寺間 1.5 7

宅地引渡までの工期
完工までの工期

合計 39.4 234

早期工事
次期工事

各地区の工程
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10.離半島部各地区の工程

全面展開

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
⑫
⑬
⑭

全14地区



11.漁港集落の高台移転

各漁港地区の近隣の山を切土し、高台造成

切土状況

漁港地区

切土

盛土

約40万m3

約70万m3
残土は、盛土材として
中心市街地に10tダンプにて運搬
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12.早期居住開始のために

宅地関連基盤
完成

住宅着工

周辺工事施工
(公園、階段等)

周辺工事
完成

住宅着工知事承認
(都市計画法37条)

居住開始

早期住宅建築着工可能にした施工展開

開発行為
完了検査

13



13.住宅・宅地供給の進捗状況
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平成27年度末の自立再建（引渡し時点）,災害公営（入居時点）の供給状況は約37％
平成28年度末では、約65％の見込み



６．最後に
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